
担当部署 H29年度の主な取組概要 課題及び今後の見通し 進捗状況及び評価等

生物多様
性に関す
る情報の
収集・発信
の体制構
築

環境共生課
環境総合セ
ンター
動植物園
熊本博物館
環境政策課

・環境共生課、環境総合センター、動植物園、熊本博
物館の4課連携プロジェクトの取組として、平成29年5
月20日、動植物園にて生物多様性のイベントを開催
し、生物多様性に関する情報を発信した。

・環境ポータルサイトの立ち上げを目指していたが、市
のホームページ内で環境局の情報を集約し情報発信
の強化を図っていく方針へと方向を転換。

・昨年度までに引き続き熊本港建設に伴い、周辺海域
の漁場環境や水産生物の生息分布の変化を把握す
るため、既往調査地点の水質調査、底質調査、プラン
クトン調査、データ解析等を実施。

・水質汚濁防止法に基づき、延べ430本の井戸で水質
の調査を実施した。新たに地下水汚染が判明した地
区はなかった。

・自然環境の変化を把握するため、「指標種」の選定と
ともに、活動団体を主体として、モニタリング調査を試
行した。

平成29年度熊本市生物多様性関連事業実施状況について　（まとめ）
（基本戦略１　～知る～）

・周辺海域の漁場環境や水産生物の生息分布の変化
を把握することにより、工事及び自然的要因とのかか
わりを明らかにし、今後の熊本港整備事業に役立てる
ため、継続的に調査を行う。

・継続して調査を実施し、地下水の水質の状況を把握
していく。

・指標種モニタリングについて、収集した情報の蓄積
や発信の手法、協力団体を増やすための取組等の検
討が必要。

・4課連携プロジェクトでは生物多様性の日に向けたイ
ベントの協議が中心となっていたため、今後、熊本博
物館のリニューアルや動植物園マスタープランの策定
等を踏まえ、情報の蓄積・収集・発信の手法等を含め
た体制の検討が必要。

・市ホームページの環境局の内容について、平成30年
度にリニューアルを予定している。 ・今後の生物多様性の情報の収集・発信の核となるべ

き4課の体制の取組として、情報発信のイベントという
形が一つ出来上がったのは、今までにない取組であ
る。今後、庁内推進会議の構成課を中心に、事業主体
の各課が生物多様性について理解を深め、各々の課
が各関係者と協働で取組を進めていくことが重要。

・アライグマは将来必ず大きな問題となる。民間団体
では危機感を持って独自で調査をしているところもあ
る。現時点で他都市のアライグマ対策の先進事例等
の情報を収集し、何らかの駆除対策を講ずる必要が
ある。また、農家への周知だけでなく、一般市民にも自
分自身に関わる人的被害の事例等を用いるなど工夫
をして、周知、啓発を進めていく必要がある。

・外来生物対策に加え、絶滅危惧種保護施策にも注
力する必要もある。絶滅危惧種の生息等情報の収集
やその取り扱い方法に関して検討を進める必要があ
る。

・既存の調査、モニタリングは概ね継続して実施できて
おり、継続することが大切である。

・指標種モニタリングについて、協力団体を増やすと共
に、協力団体が調査した情報の収集や取扱い、発信
の方法について検討を進める必要がある。一部地域
に限らず、熊本市全体として取り組んだ方が、効果的
なモニタリングとなり、プラットフォームの取組の推進
にもつながる。

②

生物多様
性に関す
る情報の
整理・分析

環境共生課
農業支援課
各農業振興
課

・特に対策が必要な侵略的外来種対策として、特定外
来生物ヒアリ、ツマアカスズメバチ、アライグマについ
て、関係機関と連携し、侵入監視対策を実施した。
→ヒアリ、ツマアカスズメバチについて、熊本市での侵
入は確認されなかった。
→アライグマについて、平成22年以降熊本市内で確
認されていなかったが、平成29年度に南区野田、北区
植木町、西区西松尾町で相次いで確認された。

・特に侵入監視が必要な特定外来生物について、引き
続き侵入監視を行うと共に、関係機関と連携し、市民
からの通報に対し、柔軟に対応できるよう引き続き防
除体制を検討する。

③

生物多様
性に関す
るモニタリ
ング・調査
の実施

交通政策課
東部土木セ
ンター河川
公園整備課
水再生課
水保全課
環境共生課

取組

基
本
戦
略
１
　
　
知
る

①

・ 自然環境に関する情報が収集・整理され、広く共有される環境が整っている。 
・ こうした情報が、様々な取組を計画的・効果的に推進することに活かされている。 

・ 自然環境に関する情報が収集・整理され、関係者がアクセスすることができる環境が整ってい
る。 

  

 
H32年度 
(2020年) 
5年後 

  
  
  

 
H28年度 
(2016年) 
スタート 

  
  
  

 
H62年度 
(2050年) 
35年後 

  
  
  

体系的な情報の収集・発信 

市民が活用できる共有方法の検討・試行 

1.生物多様性に関する情報の収集・発信の体制構築 

継続的なモニタリング調査による 
情報の蓄積・評価 

運用 

既存モニタリング調査の実施（既存） 
※情報の集約 

 試行 
 （市民参加等） 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
手法検討 

3.生物多様性に関するモニタリング・調査の実施 

  

自然環境に関する情報の整理・分析 

推進体制として運用 体制構築 

運用 新規情報（外来種等）収集体制の構築 
（専門家・市民等） 

（継続・整理） 既存情報の整理 

2.生物多様性に関する情報の整理・分析 

  

中長期的な目指すべき姿 計画期間中に達成すべき目標（2020年） 

中長期的な視点での展開のイメージ 

資料 １－１ 



担当部署 H29年度の主な取組概要 課題及び今後の見通し 進捗状況及び評価等

平成29年度熊本市生物多様性関連事業実施状況について　（まとめ）
（基本戦略２　～学び、つながる～）

・生物多様性の認識の向上につながる取組について、
熊本地震の影響で中止した事業が再開され、かつ、新
規事業も実施されており、普及啓発の努力が見られ
る。

・職員への生物多様性の認識向上には、次年度以降
も引き続き職員向けの研修を実施すべき。また、研修
後のアンケート実施等が、生物多様性の認識向上を
図る一助となるのではないか。

・副読本の作成に当たっては、学校の教員にも意見を
聞くなど、現場の職員が使いやすいものになるよう留
意すべき。また、小学生向けだけではなく、出前講座
などで一般の人向けにも分かりやすいものにすると活
用の幅が広がる。また、副読本を作って終わりではな
く、副読本の使われ方や使われなかった理由等のアン
ケート調査を行い、次に副読本改定時の参考とするべ
き。

・多様な主体間の連携・協働のための生物多様性の
プラットフォームは、今後の取組の基盤となるものであ
り、長期的に継続させる必要がある。そのため、活動
団体、事業者、専門家、行政などが対等な立場で参加
し、かつお互いが負担になりすぎないように運用すべ
き。

・幼稚園、小学校を対象に生きもの、自然に関心を
持ってもらう教育が大切であり、今後の生物多様性の
保全推進にもつながっていく。生物多様性推進会議の
委員にも教育者を入れるべきである。

②
教育の推
進・人材の
育成

環境共生課
指導課
熊本博物館
生涯学習課

・環境総合センターと連携し、外部講師を招き、職員向
けの生物多様性の研修を実施。

・熊本市内の全小中学校の環境教育担当者向けに、
環境教育についての指導・連絡や温暖化防止講話等
が行われた。

・西原小、高平台小、西里小、帯山西小、清水小、そ
の他の学校からゲストティーチャーの派遣要請を受
け、昨年度と同程度の実績で継続中（H30年1月末現
在）。リニューアル後の館内学習プログラム集を冊子
化し、各小中学校あてに配布予定（年度末）。

・砂取小学校へ江津湖の外来種に関する出前講座を
実施。

・庁内への生物多様性の重要性をさらに浸透させる取
組が必要となる。

・今年度は、温暖化対策室の講話がとても充実してい
た。次年度も、特色ある取組ができている課や学校に
依頼し、各校の環境教育の充実が図れるようにした
い。

・依頼に応じて可能な範囲で継続。博物館のリニュー
アル工事に伴い、活用資料は引越・倉庫保管中のた
め、実物資料の多くは持参できない状況。
学習内容についての事前打ち合わせ時間の確保や開
催日時の調整が必要。

・小学校等への生物多様性に関する教育を推進する
ため、出前講座の実施とともに、学習支援ツール（副
読本）の作成についての検討を進める。

①

基
本
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略
２
　
　
学
び

、
つ
な
が
る

生物多様
性の認識
の向上

③
連携・協働
体制の構
築

環境共生課
水保全課
動物愛護セ
ンター
東部土木セ
ンター河川
公園整備課
農業支援課
各農業振興
課

・生物多様性に関連した様々な主体が情報を共有し、
つながりのきっかけとなるプラットフォームの立ち上げ
を検討。

・アライグマ対策について、侵入監視の目を増やすべ
く、農家を中心とした地域住民を対象に、アライグマの
勉強会（2回）を実施した。また、猟友会などの団体と
の連携するために、アライグマに関する防除講習会（1
回）を実施した。また、庁内関係課でアライグマの防除
体制を検討。

・神園山小山山緑地にて、地域住民への委託契約に
よる除草及びボランティア協定による竹伐採、清掃、
緑地利用促進に関する活動を実施。

・生物多様性のプラットフォームを立ち上げ後、当面の
間は加入団体を広く募り、情報発信やイベントを着実
に進める。

・アライグマの監視・防除体制の構築及び近隣の自治
体との連携が課題。

・今後も多様な団体と協働しながら、事業を継続してい
く。

環境共生課
環境政策課
環境総合セ
ンター
水産振興セ
ンター
動植物園
熊本博物館

・H29年5月20日、動植物園にて生物多様性イベント
「探検！いきものワンダーランド☆～あいことばは生物
多様性～を開催。また、季刊ニュースレター「くまもとＣ
だより」第２号・第３号を発行

・カブトムシ・クワガタ飼育講座をH29年7月、土曜日曜
の午前午後の計4回実施し、参加者184名。
親子環境探検隊
第1回：9月に水生生物ウォッチングを実施し、参加者
54名。
第2回：1月に江津湖の野鳥観察、参加者27名。
第3回は3月に金峰山の自然観察を予定。

・H29年9月7日、豊田小学校5年生（51名）、教職員（3
名）を対象に干潟体験を実施。また、H30年2月21日に
同小にてノリ養殖漁業等に関する出前講座を実施。

・昨年度、地震により中止となっていた動植物園での
生物多様性に関連したイベント（肥後朝顔展示会、植
物観察会「春の七草を知ろう」等）が再開。

・4課連携プロジェクトの定例打ち合わせを実施し、情
報の収集・発信の核となり、生物多様性の推進に取り
組んでいく予定だが、4課連携プロジェクト以外の部署
（区役所等）との連携・各部署での取組に関する情報
共有の推進が課題。

・学習担当者数（専任）の減少により、新たなプログラ
ムの開発を含め内容の充実が難しい状況にある。今
後は、生物多様性について学ぶ機会の拡充を図るた
め庁内の他部署との連携による講座の開催等につい
て検討を進める。

・平成30年度には、小学生を対象とした干潟体験、出
前授業の事業規模の拡大が見込まれるが、受け入れ
人数の制限や、受け入れ先の漁協の負担が大きくな
る等の問題を抱えている。

・地震により中止となっていた動植物園での生物多様
性に関連したイベントで、平成30年度以降に再開する
イベントあり（親子自然観察会「江津湖の生き物ウォッ
チング」等）。

取組

・ 生物多様性に関して正しい知識と理解が普及し、適切な行動がとられている。 
・ 生物多様性に関する教育・普及啓発を行う人材や、行政における生物多様性分野の
企画・立案を行う人材が育っている。 

・ 様々な主体が連携・協働し、主体的な行動がとられている。 

・ 生物多様性について、認知度が高まり、生物多様性や自然体験に関するイベントへの
参加が増加している。 

  ・ 【「生物多様性について知っている市民の割合」H26年 13.8%→H32年 25.0%】 

中長期的な目指すべき姿 計画期間中に達成すべき目標（2020年） 

 
H32年度 
(2020年) 
5年後 

  
  
  

 
H28年度 
(2016年) 
スタート 

  
  
  

 
H62年度 
(2050年) 
35年後 

  
  
  

3.連携・協働体制の構築 

プラットフォームを活用した、 
 

多様な主体と連携・協働した 
 

生物多様性の保全と活用の取組の推進 

プラットフォーム運用・ 
拡大（情報交換の促進等） 

プラット 
フォーム試行 

運用・取組の拡大 外来種監視等の 
市民ネットワーク構築 

2.教育の推進・人材の育成 

各種施策に生物多様性の視点を反映 

生物多様性に関する学習の体系的な展開 

庁内における生物多様性の主流化の推進 

学校における生物多様性に関する教育の推進 

作成 学習支援ツールの検討 

1.生物多様性の認識の向上 

〈「知る」と合わせて、収集も含めて実施〉  

イベント・出前講座・自然体験等の実施 

ウェブサイト・SNS・市政だより等による 
積極的な情報発信 

ツール・プログラムの 
検討・開発 

中長期的な視点での展開のイメージ 



担当部署 H29年度の主な取組概要 課題及び今後の見通し 進捗状況及び評価等

・立田山憩の森において、トダスゲ、アカササゲ等の生育
が見られる箇所の下草刈については、通常の作業と時期
をずらし、種が落ちた後に行うよう保全策を実施。

・水前寺江津湖公園において、指定管理者による希少種に
配慮した草刈等の実施や希少種の保全活動を実施

・動植物園において、絶滅危惧ⅠA類に分類されているニッ
ポンバラタナゴ、セボシタビラ、絶滅危惧Ⅱ類に分類されて
いるヤマトシマドジョウ、メダカの保護・繁殖の継続。

＜江津湖外来種対策＞
・条例に基づく指定外来魚の回収・処分や、電気ショッカー
船による外来魚駆除及び魚類生息状況調査を実施。

・指定管理者において水草刈取り船及び和船、人力により
水草回収作業を実施。市民団体・市民ボランティア活動に
より水草回収作業を実施（回収した水草の搬出は指定管
理者が実施）。

＜その他外来種対策＞
・セアカゴケグモ：生息調査、薬剤駆除を実施。

・アライグマ：自動撮影カメラによる侵入監視を行い、カメラ
に写った場合は、箱罠を設置した。

・ヒアリ：ヒアリに関するポスターを提供。また、全庁掲示板
や文書で情報提供を実施。

⑤

環境負荷
の低減を
通した保全
対策の実
施

温暖化対策
室
環境共生課
水保全課

・温暖化対策として、「熊本市低炭素都市づくり戦略計画推
進協議会」の開催を予定しており、アクションプランの進捗
管理や温暖化対策に関する情報共有、市民に向けた情報
発信の効果的な方法等について、引き続き検討する。

・「第3次熊本市硝酸性窒素削減計画」に基づき、施肥対策
や家畜排せつ物対策等の発生源対策を推進する。また、
東部地域における家畜排せつ物処理施設（東部堆肥セン
ター）の建設に着手した。

③
外来種対
策の実施

環境共生課
生活衛生課
東部土木セ
ンター河川
公園整備課
農業支援課
各農業振興
課
公園課
北部土木セ
ンター道路
課

取組

基
本
戦
略
３
　
　
守
る

①
絶滅危惧
種の保全

環境共生課
東部土木セ
ンター河川
公園整備課
動植物園

・今後も、温暖化対策や地下水保全等の環境負荷の低減
を通した保全対策の着実な推進を図っていく必要がある。

・「第3次熊本市硝酸性窒素削減計画」に基づき、対策を推
進する。また、東部地域における家畜排せつ物処理施設
（東部堆肥センター）整備についてはH29年度より工事に着
工しており、H31年度に供用開始予定。

平成29年度熊本市生物多様性関連事業実施状況について　（まとめ）
（基本戦略３　～守る～）

・今後、釣り人や電気ショッカー船による指定外来魚の回
収実績等をもとに、条例の効果を検証していく必要がある。

・廃棄物処理料の不足のため、回収できる量に限界が出て
いる。また、繁茂量が、年々増加している。

・セアカゴケグモの生態に合わせた調査及び駆除方法を検
討し、実施する。

・アライグマの監視・防除体制の構築及び近隣の自治体と
の連携が課題。

・対策すべき侵略的外来種について、適宜情報収集・提供
を行う。

④

広域的な
視点での
保全対策
の実施

水保全課
農業支援課
各農業振興
課
経営企画課
動植物園

・西原村において、原野約2.7haの新規造林を実施するほ
か、約104haの下草刈保育管理を実施。

・阿蘇の草原とアフリカゾウの飼育に関する普及啓発とし
て、環境省阿蘇自然環境事務所との協働で、阿蘇西小学
校において草原学習を実施。

・H28年度の熊本地震で、断層に近い造林地では甚大な被
害を受けており、斜面の崩落や亀裂がみられるなど、今後
も梅雨期の豪雨災害などが心配される。また復旧・復興を
優先させるために、計画を一部見直し、5ヶ年を10ヶ年に延
長し、年度毎の植栽面積を減らし、間伐等の保育管理を先
送りした。今後九州大学や関係機関と協力しながら更に効
果的な水源かん養林整備を行う。

・次年度は、環境省阿蘇・くじゅう国立公園管理事務所との
共催で阿蘇地域における草原学習実施。

・適宜、専門家にも協力していただき、巡回とともに保全策
を実施していく。

・職員および指定管理者における希少種保護に関する知
識の習得、活動内容・情報の共有化。

・継続して飼育・繁殖・展示を実施予定。課題として以前か
ら飼育している江津湖由来とされるニッポンバラタナゴの遺
伝子解析が行われていない。

・自然環境の保全に関する取組は、概ね継続して実施でき
ている。

・絶滅危惧種の保全や外来種対策については、緊急的なも
のへの着手や、維持管理における配慮・保全の取組が見
られるが、効果的・効率的に取組を進めるために、情報の
整理や実施事業の科学的な効果検証、対策の優先度（方
向性）の整理が重要となる。

・森林・山村、農地・農村、漁場等の多面的機能の維持・発
揮のための取組は生物多様性の保全上重要な取組であ
り、引き続き継続すべき。

・温暖化対策や地下水保全対策等は生物多様性の保全・
持続可能な利用にとって、必要なことである反面、熊本市
だけでは解決できない問題である。地下水や阿蘇の草原と
アフリカゾウの飼育のような取組は、熊本の独自性があり、
かつ一般の方にも分かりやすいものであるため、積極的に
PRすべきであり、それにより、市民は自分たちができること
を考えるきっかけにもなる。

②
多様な自
然環境の
保全

環境共生課
東部・北部土
木センター河
川公園整備
課
農業・ブラン
ド戦略課
農地整備課
各農業振興
課
水産振興セ
ンター
環境政策課
公園課

・環境保護地区を大切に保全し、後世に引き継いでいくた
め、ふるさとの森基金を活用し、指定交付金等の助成を行
う。

・放置竹林対策について、森林・山村多面的機能発揮対策
地域協議会負担金を平成29年度から市町村が1/8負担す
ることとなり、市内で活動する８団体に助成を行った。

・熊本市秋津地域農地・水環境保全管理協定ほか26組織
がH28年度から継続して活動を行っている。また、H29年度
から白浜多面的地域資源保全会が新たに活動を開始し
た。白石地域資源保全隊及び十三地域資源保全隊が飽田
多面的機能保全組織広域協定に統合され、若葉地域資源
保全体が活動を終了した。対象農用地面積7,848ha。

・水産多面的機能発揮対策事業として、モニタリングの実
施により、前年度事業の効果を把握するとともに、本年度
の事業方針を決定。その後、活動組織ごとに必要な作業を
展開中。漁場耕耘作業や稚貝着底促進作業など漁場再生
に向けた取組が実施されている。

・これまで地権者の理解と協力を得て大切に守られてきた
環境保護地区については、一部で、土地所有者の高齢化
などによる管理不足の指摘もあることから、管理実態の把
握と、効果的な維持管理の手法などを含め制度のあり方を
検討していく。

・放置竹林整備モデル事業は、H27年度の申請団体まで実
施（H29年度完了）。今後は、実施団体からの報告をもとに
事業の検証作業を進めるとともに、事例の紹介や放置竹
林の効果的な整備手法などについて検討していく。

・本事業は５ヵ年事業であり、22の活動組織がH30年度に
終期を迎える。活動終了時及び継続時の手続きについて
周知が必要。

・当該事業は国の補助事業であり、事業期間がH32年度ま
でとなっていること。（H32年度以降の事業継続が不透明）

 
H32年度 
(2020年) 
5年後 

  
  
  

 
H28年度 
(2016年) 
スタート 

  
  
  

 
H62年度 
(2050年) 
35年後 

  
  
  

5.環境負荷の低減を通した保全対策の実施 

温暖化対策と連携した生物多様性保全対策の推進 

河川の水質汚濁防止対策による水環境の保全、化学物質の適正な使用 

熊本地域における地下水保全対策と連携した広域的な生物多様性保全対策の推進 

阿蘇地域の草原の保全につながる野草利用の推進等 

4.広域的な視点での保全対策の実施 

放置竹林対策を広く推進 竹林管理手法の普及 

2.多様な自然環境の保全 

適切な管理・保全の実施（適宜見直し） 環境保護地区等 
管理手法の検討 

公共事業における環境アセスメントの実施、熊本市環境配慮指針の遵守 

関係機関と連携した有明海の漁場環境の保全 

農地の多面的機能の維持・発揮の取組、耕作放棄地の再生利用の推進 

  竹林管理 
  手法の検討  竹林ﾓﾃﾞﾙ事業 

1.絶滅危惧種の保全 
 

市内に生息・生育する 
絶滅危惧種の保全対策の実施  

動植物園における絶滅危惧種の域外保全の実施 

       保全の方向性の検討 
    (緊急的な対策の適宜実施) 情報整理 

3.外来種対策の実施 

効果的な管理 に向けた情報 

施設等の管理における外来種の侵入・拡大防止の対策の実施、推進 

侵略的な外来種に対する計画的 
かつ効果的・効率的な対策の実施 対策の緊急性が高い 外来種対策（計画的実施） 

普及啓発 
・対策の推進 侵略的外来種のリスト化対策の方向性の整理 

運用 アライグマ・スパルティナ等監視体制の構築 

・ 継続的なモニタリング等の科学的な情報に基づき、計画的・効果的に生物多様性の保全
の取組が、様々な主体の連携のもと実施されている。 

・ 森林や河川、干潟等の生態系が保全され、森・里・川・海のつながりが適切に維持されて
いる。 

・ 絶滅危惧種の保全や生きものの生息・生育地の保全、外来種対策等について、緊急的な
取組が 実施されている。 

・ 効果的な対策の手法についての検討が進んでいる。 
・ 広域的な視点での具体的な取組が実施されている。 

中長期的な目指すべき姿 計画期間中に達成すべき目標（2020年） 

中長期的な視点での展開のイメージ 



担当部署 H29年度の主な取組概要 課題及び今後の見通し 進捗状況及び評価等

平成29年度熊本市生物多様性関連事業実施状況について　（まとめ）
（基本戦略４　～創る～）

・引き続き、事業のPRを積極的に行い、生き物の生
息・生育地となる緑地の創出に努める。

・緑化については、既存の取組を継続するとともに、緑
化のさらなる推進にあたっては、生物多様性に配慮し
た整備や管理の手法が必要となる。

・整備や復旧工事において、生物の生息・生育環境に
配慮した事例も見られるため、生物多様性に配慮した
工事事例を優良事例として取り上げるなど事例の蓄
積による啓発が必要である。

・開発等より生物多様性の豊かさが減少していること
などの現状を工事実施主体にも情報提供し、人の生
活と生物多様性保全が共生できる方策を考えていくべ
きである。

②

生物多様
性に配慮し
た整備の
推進

環境共生課
東部・西部土
木センター河
川公園整備
課
震災土木施
設対策課
農地整備課
各農業振興
課

・河川環境に配慮した河川改修を実施した（藻器堀
川・健軍川・旧天明新川）。

・江津湖の復旧工事において基本原型復旧となるが、
江津湖は、希少な生物が生息していることから、水生
物の生息・生育環境の創出を目的とし、工事設計にお
いては杭柵工を部分的に使うなどの配慮を行い、平成
29年9月工事が終了した。

・水路整備の実施においては、生態系に配慮した製品
（魚巣ブロック・柵渠等）にて整備。

・事業計画に基づき、河川環境に配慮した河川改修を
実施する。

取組

基
本
戦
略
４
　
　
創
る

①

生きものの
生息・生育
地となる緑
地の創出

環境共生課

・民有地緑化のつながりの森づくり事業について、見
直しを行ない、緑量を重視し、また災害に強いまちづく
りにも寄与するものとした。（熊本市内の個人の住宅
又は共同住宅の敷地に植栽面積10㎡以上の規模で
樹木の植栽をする者,事業所の敷地に植栽面積30㎡
以上の規模で樹木の植栽をする者,生垣を延長5ｍ以
上設置する者を対象に助成。）

 
H32年度 
(2020年) 
5年後 

  
  
  

 
H28年度 
(2016年) 
スタート 

  
  
  

 
H62年度 
(2050年) 
35年後 

  
  
  

2.生物多様性に配慮した整備の推進 

緑化手法ガイドライン等の検討 

生物多様性に配慮した整備の推進 

1.生きものの生息・生育地となる緑地の創出 

生物多様性の保全及び生態系ネットワークの創出につながる緑の創出の推進・実践 
（生物多様性の視点による緑の基本計画等） 

緑のありかた・ネットワーク化の検討 

民有地における 
効果的な緑化の推進 緑化助成制度の検討 

・ 市街地には緑地が増加し、水路や湧水地などの水辺環境が保全され、生態系ネットワー
クとして機能し、周辺の主要な緑地とつながっている。 

・ 河川等の整備にあたっても生物多様性の保全の視点が浸透している。 

・ 生きものの生息・生育地の創出にも寄与する緑化の取組が行われている。 
・ 効果的な緑の創出・ネットワーク形成手法や整備・管理手法が検討されている。 
・ 生物多様性に配慮した整備が増加している。 

中長期的な目指すべき姿 計画期間中に達成すべき目標（2020年） 

中長期的な視点での展開のイメージ 



担当部署 H29年度の主な取組概要 課題及び今後の見通し 進捗状況及び評価等

生物多様
性と地下
水、歴史・
文化を活
かした魅力
の発信

水保全課
農業・ブラン
ド戦略課

・ホームページ「くまもとウォーターライフ」や、オフィ
シャルウォーター「熊本水物語」を活用し、熊本の魅力
である地下水をＰＲする。また、各行政機関や民間事
業者と連携し、更なる水ブランドの情報を発信。

・くまもと「水」検定の実施や水の国高校生フォーラム
を開催し、水保全活動に取り組む幅広い世代の人材
育成を図る。また、水守に対しても水保全に関する情
報提供を行い、それぞれの分野において活用していた
だく。

・ホームページやイベントにおいて、熊本市産農産物
のPRを実施。

・引き続き、ホームページや各種イベント等での情報
発信を行うほか、本市来訪者に対しオフィシャル
ウォーターを配布し、地下水都市・熊本の認知度向上
を図る。
　関係部署・機関と連携し、県外に熊本の地下水や
食、自然などの魅力を発信する。

・水保全活動に取り組む人材を育成するため、きっか
けとなる検定事業について、受験をPRしていくことが
課題。

・引き続き、ホームページや各種イベント等を通して、
豊かな自然に育まれた上質な本市農水産物の魅力発
信を行っていく。

・継続した支援を行うことで、農業が有する環境保全
機能を一層発揮させる。

・今後も化学肥料や化学農薬低減技術への取組に対
して支援することで、引き続き安全・安心な農産物づく
りを推進する。

・今後も土づくりや堆きゅう肥の製造・利用拡大等を目
的とした施設機械導入に対して支援する。

・西区フェスタでの農産物等の販売は継続していく。
当該事業の枠組ではないが、JAと連携したみかん等
の直販及び子どもたちにみかんの学習をしてもらうた
めに県・JAと連携した選果場の受け入れを継続してい
く。

・収穫体験等の事業は終了するが、今後も道の駅「す
いかの里　植木」等を活用して北区の農業の魅力を発
信していく。

・今後、出展団体の増加も予想されることから、開催場
所の検討及び予算措置等の課題が考えられる。また、
内容の充実を図るためには関係団体との連携を強化
する必要がある。漁業士会（県単位）からも出展依頼
を受けるなど、今まで以上に各所と連携した全県的な
規模でのPR活動として充実してきていることから、開
催規模や期間の確保を検討する必要がある。

取組

平成29年度熊本市生物多様性関連事業実施状況について　（まとめ）
（基本戦略５　～活かす～）

・「地下水」「農作物」において、イベントやWEBサイト
の活用により熊本市の魅力について情報発信が行わ
れ、また各地域においても、まちづくりや地産地消の
推進を目的とした特色ある取組が行われている。しか
し、今後の取組の継続のためには、農家の後継者不
足等農家の実態を知ってもらうことも重要である。

・豊かな自然、清冽な地下水、また、歴史や文化といっ
た本市の魅力が生物多様性を基盤とするものである
ことについて、魅力と合わせて情報発信できるよう、関
係機関と連携して生物多様性の広報をしていくべき。

・基本戦略5「活かす」の取組は、地下水や農業とのか
かわりは当然重要であるが、特に各区それぞれ特色
のある取り組みをしており、各区の地域資源としての
生物多様性の視点も重要である。

・また、いずれの情報発信も発信して満足するのでは
なく、きちんと伝わるような手法の工夫が必要である。

②

生物多様
性と地下
水、歴史・
文化を活
かした地域
づくりの推
進

観光政策課
中央区まち
づくりセン
ター
東区総務企
画課
西区総務企
画課
西区河内ま
ちづくりセン
ター
南区総務企
画課
北区総務企
画課
公園課

・熊本大学、地域の環境活動団体、地元企業の協力
の下、1月27日に、小学生以下の子どもを対象とした
「大井手・白川おやこスケッチ大会」を開催。作品の表
彰式や展示を行うことで、広く周知啓発を行う（中央
区）。

・平成29年度は河内町白浜地区の『白浜岩戸神楽』を
記録・保存するとともに、広く周知するよう神楽の活用
事業を実施（西区）。

・案内板等の作成、南区フットパスの広報PR、フットパ
スを運営する地域住民によるネットワークづくり交流会
を開催（南区）。

・北区の自然・風景、食、歴史・文化などを掲載した
「北区幸せ絵巻」を活用した「まち歩き」を各地域で開
催（北区）。

・関係部署による庁内検討会議を立ち上げ、水前寺江
津湖公園について、利活用と併せて保全の方針につ
いてまとめた基本計画（たたき台）の検討・作成を行
う。

・今までの事業実施により、機運醸成や周知啓発に一
定の成果は得たものの、今後、さらに多くの市民に向
けた大井手の認知度向上や参加者を呼び込む取組は
必要。
H29年度をもって、行政発信の事業としては終了する
が、今後は学校や地域の環境団体等の民間団体との
連携、支援を行っていく（中央区）。

・過疎化・少子化により若い年代の継承者が揃わない
ため、存続が危ぶまれる。西区内には４つの神楽があ
り、H26年度から取り組んでおり、既に3地域で神楽の
記録・保存を終了しており、30年度にはすべて完了予
定である（西区）。

・地域が主体となって、フットパスを活用したまちづくり
を実施（南区）。

・「まち歩き」は終了する。今後は、引き続き『北区幸せ
絵巻』を配布し、ボランティアガイドの活用など地域が
主体となった取組を検討していく。（北区）。

・関係課との調整、市民全体のコンセンサス形成。

③

生物多様
性と地下
水を活かし
た農林水
産業の推
進

農業支援課
各農業振興
課
水産振興セ
ンター
北区総務企
画課

・地球温暖化防止等に効果の高い環境保全型農業に
取り組む農業者に対して支援を行う。。

・天敵等の生物農薬導入等に係る経費を支援すること
で、化学肥料及び化学農薬使用量の低減を推進。

・堆肥化処理施設整備等に係る経費を支援すること
で、家畜排せつ物の適正処理・利用を促進。

・まちづくり推進事業して西区フェスタを実施する中
で、地元農産物の消費拡大、情報発信のために農産
物等を販売する。
当該事業の枠組みではないが、子どもたちに地元農
水産物の理解を深めてもらうためみかん収穫体験、
JA選果場の受け入れやみかんなどの直売をJAと連
携して実施。

・北区の農業や地域の魅力を知ってもらうために農作
物の収穫体験や北区の食材を使用した料理教室を、
「北区こどもまつり」（主催：北区こどもまつり実行委員
会、事務局：北区役所総務企画課）の一環として、11
月3日（金）に植木町山本地区で開催。（参加者51名）

・本市の水産物（ノリ・アサリ・ハマグリ等）の認知度向
上と消費拡大を目的に、水産物フェアーをびぷれす広
場において開催予定。

基
本
戦
略
５
　
　
活
か
す

①

 
・ 生物多様性が魅力的な地域資源として認識され、生物多様性を活かした魅力が発
信されている。 

・ こうしたことで地域社会・経済の活性化につながり、保全の取組との好循環が生まれ
ている。 

・ 「水」や「歴史・文化」の視点と連携し、生物多様性が地域資源であることが認識され、地域
の魅力が発掘され、活用する取組が実施されている。 

中長期的な目指すべき姿 計画期間中に達成すべき目標（2020年） 

 
H32年度 
(2020年) 
5年後 

  
  
  

 
H28年度 
(2016年) 
スタート 

  
  
  

 
H62年度 
(2050年) 
35年後 

  
  
  

1.生物多様性と地下水、歴史・文化を活かした魅力の発信 

生物多様性の魅力を市内外に発信 

2.生物多様性と地下水、歴史・文化を活かした地域づくりの推進 

各分野と連動した具体的取組の拡大・地域づくりの推進 地域の魅力の発掘・発信 

水前寺江津湖公園の利活用の推進 水前寺江津湖公園の 
利活用のあり方の検討 

3.生物多様性と地下水を活かした農林水産業の推進 

生物多様性や地下水に配慮した農水産業の推進 

生物多様性や地下水とのつながりをアピールした地元農水産物のブランド化及び地産地消・消費拡大の推進 

中長期的な視点での展開のイメージ 


